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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

      ２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

      ３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。  

      ４ 第81期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。 

  

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第81期

第１四半期 
連結累計期間

第82期
第１四半期 
連結累計期間

第81期

会計期間
自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日

自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日

自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日

売上高 (百万円) 16,215 18,146 66,454 

経常利益 (百万円) 1,181 876 2,976 

四半期(当期)純利益 (百万円) 648 454 1,619 

四半期包括利益又は 
包括利益 

(百万円) 496 852 1,074 

純資産額 (百万円) 37,115 37,949 37,407 

総資産額 (百万円) 63,836 75,761 76,441 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 32.20 22.55 80.43 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 56.3 48.6 47.5 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

または、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。 

(1) 業績の概況 

当第１四半期連結累計期間の国内経済は、東日本大震災によるサプライチェーンの寸断などで、生産

や輸出が減少し、景気は大きく落ち込みましたが、生産活動の回復にともない、景気に一部持ち直しの

動きもみられました。しかしながら、電力供給不安や原材料価格の上昇などにより、不透明感が強まり

ました。 

 また、世界経済は、米国景気の悪化懸念や欧州の金融不安などによる下振れリスクが高まりました

が、中国を中心とした新興国にけん引され、景気は緩やかに回復しました。 

 このような環境のもと、当社グループにおきましては、生産プロセスの合理化など徹底したコスト低

減を推進するとともに、主原料であるロジンをはじめとする原材料価格の高騰に対応した製品価格の改

定に努めてまいりました。また、超淡色ロジン、光硬化型樹脂および電子材料用配合製品などの高付加

価値製品を中心に拡販を推進してまいりました。海外におきましては、中国などのアジア地域ならびに

欧州での拡大を推進してまいりました。 

しかしながら、ロジン価格の高騰と設備投資にともなう減価償却費の増加により、収益性が悪化しま

した。 

その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は181億46百万円(前年同期比11.9％増)、営業利益は

８億31百万円(同24.8％減)、経常利益は８億76百万円(同25.9％減)、四半期純利益は４億54百万円(同

29.9％減)となりました。 

なお、東日本大震災の影響により小名浜工場の操業が一時停止しておりましたが、５月19日より全て

の生産設備で生産を再開いたしました。 

  
セグメントの業績は次のとおりであります。なお、セグメント区分の売上高はセグメント間の内部売

上高を含んでおりません。 

① 製紙薬品事業 

国内製紙業界は、東日本大震災の影響により、生産が減少し、低調に推移しました。一方、中国製

紙業界においては、需要の増加にともない、生産が拡大しました。このような環境のもと、当事業に

おきましては、海外子会社における需要が好調に推移し、売上が増加しました。利益面では、主原料

であるロジンの価格高騰や石油化学原料の価格上昇などが収益を圧迫し、減益となりました。 

その結果、売上高は49億87百万円(前年同期比16.5％増)、セグメント利益は２億20百万円(同1.2％

減)となりました。 

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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② 化成品事業 

国内の印刷インキ、塗料および粘着・接着剤業界は、東日本大震災の影響により、出版および自動

車関連分野などで、低調に推移しました。このような環境のもと、当事業におきましては、印刷イン

キ用樹脂の売上が減少しました。一方、海外子会社におきましては、需要の拡大と荒川ヨーロッパ社

の連結子会社化により、印刷インキ用樹脂および粘着・接着剤用樹脂の売上が大幅に増加しました。

利益面では、主原料であるロジンの価格高騰や石油化学原料の価格上昇などが収益を圧迫し、国内に

おける採算性は悪化しましたが、海外子会社における大幅な販売増加により増益となりました。 

その結果、売上高は96億円(前年同期比21.4％増)、セグメント利益は５億30百万円(同32.6％増)と

なりました。 

③ 電子材料事業 

電子工業業界は、スマートフォンの拡大があったものの、東日本大震災の影響により、自動車関連

分野での生産が減少しました。このような環境のもと、当事業におきましては、光硬化型樹脂は一部

用途で伸びもみられましたが、電子材料用配合製品と機能性ファインケミカル製品の売上が減少しま

した。利益面では、電子材料用配合製品の減少と設備投資にともなう減価償却費の増加により減益と

なりました。 

その結果、売上高は34億78百万円(前年同期比12.3％減）、セグメント利益は１億23百万円(同

65.5％減)となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

当社グループの四半期連結貸借対照表における代表的な流動性指標は、流動比率が169.5％、固定長

期適合率が61.6％となっており、ストックの観点からも、短期的支払能力および長期的支払能力とも十

分な健全性を保っております。ただし、過度の流動性を保持することなく、資産の有効活用および不用

資産が生じた場合には速やかに圧縮するように努めております。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

問題はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は７億４百万円であります。 

  
(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

当社グループにおいては、さらなる発展を目指して、平成20年４月より第２次中期５ヵ年経営計画を

スタートさせております。第２次中期５ヵ年経営計画のキャッチフレーズ「ＰＩＮＥ ＤＡＳＨ １００

０」を共通認識とし、グループ一丸となって、目標の達成と次なる飛躍へ挑戦してまいります。 

第２次中期５ヵ年経営計画においては、第１次中期５ヵ年経営計画で築いた基盤をより強固なものと

するとともに、企業価値の向上を実現する、躍動する企業集団となることを目指し、各施策を実施し、

経営目標である平成25年３月期の連結売上高850億円、連結営業利益52億円、連結経常利益55億円、連

結当期純利益33億円、自己資本当期純利益率７％以上の達成に取り組んでおります。 
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(6) 経営者の問題認識と今後の方針について 

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの分析に関しての課題は、当社グループが永続的に付加

価値を生み出し、安定的かつ健全な成長を遂げていくことであると認識しております。そのための当面

の目標は、平成20年４月にスタートしました、第２次中期５ヵ年経営計画に掲げた施策を実行すること

であります。 

第２次中期５ヵ年経営計画の達成に向けて、第１次中期５ヵ年経営計画で築いた基盤をより強固なも

のとするとともに、企業価値の向上を実現する、躍動する企業集団となることを目指し、第２次中期５

ヵ年経営計画にて取り組むべき基本方針として、次の４項目を掲げております。 

① 基盤事業のさらなる拡大 

製紙薬品事業と化成品事業から構成される基盤事業においては、徹底した低コスト体質への変革

と、事業の継続的な発展・拡大を実現するための見直しをおこない、アライアンスも視野に入れた集

中・拡大や、縮小・撤退の選択を実施してまいります。また、徹底したコスト改善の施策による収益

の最大化を目指します。さらに、アジアを中心とした海外市場の開拓による事業の拡大を推進してま

いります。 

② 伸長事業の拡大 

機能材料事業と光電子材料事業（報告セグメントではともに電子材料事業）から構成される伸長事

業においては、さらなる発展を目指すとともに、新たな展開を可能とするグループ内の相乗効果によ

る高付加価値分野での用途開発や、アジアを中心とした海外市場の開拓、また、川上・川下業界との

アライアンスも視野に入れた事業の拡大などにより、高収益性の確保と量的な拡大を推進してまいり

ます。 

③ 新規事業・新技術の創生 

当社グループの次なる柱となるべき新規事業と新技術の創生を目指すとともに、基盤・伸長各事業

の拡大に必要な技術の開発、不足技術の確保などを推進してまいります。これらの目的を効率的に達

成するための開発マネジメントシステムの構築を進めてまいります。 

④ 経営・事業基盤の整備と強化 

事業組織のさらなる強化と経営資源の最適配分により、顧客ニーズや社会の変化に迅速な対応が可

能となる経営・事業基盤を構築し、全てのステークホルダーから信頼される企業として社会的責任を

果たしてまいります。また、事業と地域の拡大、コア技術の研鑽と継承を可能とするための経営資源

（人財・資金・情報）の確保を推進してまいります。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

   該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

   該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 52,800,000 

計 52,800,000 

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年８月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,150,400 20,150,400 

東京証券取引所
（市場第一部） 
大阪証券取引所 
（市場第一部）

単元株式数は100株であります。

計 20,150,400 20,150,400 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成23年６月30日 ― 20,150,400 ― 3,128 ― 3,350 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日である平成23年３月31日現在で記載しておりま

す。  

  

① 【発行済株式】 

平成23年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が400株(議決権４個)含まれ

ております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式96株が含まれております。 

  
② 【自己株式等】 

平成23年３月31日現在 

 
  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 11,600

― ―

完全議決権株式(その他) 
 
 

普通株式 20,086,700 200,867 ― 

単元未満株式 
 
 

普通株式 52,100 ― ― 

発行済株式総数 20,150,400 ― ― 

総株主の議決権 ― 200,867 ― 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
荒川化学工業㈱ 

大阪市中央区平野町１丁目
３番７号 11,600 ― 11,600 0.06 

計 ― 11,600 ― 11,600 0.06 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。  

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成23年４月１

日から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。 

  

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,443 3,593

受取手形及び売掛金 25,554 26,992

商品及び製品 6,818 7,753

仕掛品 763 794

原材料及び貯蔵品 6,074 5,783

繰延税金資産 695 599

その他 1,187 1,430

貸倒引当金 △110 △113

流動資産合計 47,427 46,833

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 6,929 7,458

機械装置及び運搬具（純額） 7,581 8,224

土地 5,328 4,707

建設仮勘定 3,428 2,812

その他（純額） 578 529

有形固定資産合計 23,846 23,732

無形固定資産   

のれん 214 222

その他 514 498

無形固定資産合計 729 720

投資その他の資産   

投資有価証券 3,861 3,981

繰延税金資産 286 213

その他 313 303

貸倒引当金 △23 △23

投資その他の資産合計 4,438 4,474

固定資産合計 29,013 28,928

資産合計 76,441 75,761
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 11,999 12,018

短期借入金 11,549 10,885

未払法人税等 226 107

賞与引当金 864 493

役員賞与引当金 40 10

修繕引当金 93 －

災害損失引当金 270 229

設備関係支払手形 214 238

その他 3,564 3,651

流動負債合計 28,824 27,634

固定負債   

社債 5,000 5,000

長期借入金 2,847 2,814

繰延税金負債 － 34

退職給付引当金 2,078 2,054

資産除去債務 96 96

その他 188 177

固定負債合計 10,210 10,177

負債合計 39,034 37,812

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,128 3,128

資本剰余金 3,350 3,350

利益剰余金 30,180 30,382

自己株式 △11 △11

株主資本合計 36,647 36,849

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 528 480

為替換算調整勘定 △895 △512

その他の包括利益累計額合計 △366 △32

少数株主持分 1,126 1,132

純資産合計 37,407 37,949

負債純資産合計 76,441 75,761
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
  至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
  至 平成23年６月30日) 

売上高 16,215 18,146

売上原価 12,455 14,532

売上総利益 3,759 3,613

販売費及び一般管理費 2,654 2,782

営業利益 1,105 831

営業外収益   

受取利息 1 1

受取配当金 44 50

受取技術料 32 0

不動産賃貸料 25 29

持分法による投資利益 22 －

為替差益 － 0

その他 28 59

営業外収益合計 155 141

営業外費用   

支払利息 41 78

為替差損 24 －

その他 12 18

営業外費用合計 78 96

経常利益 1,181 876

特別利益   

固定資産売却益 43 71

負ののれん発生益 － 12

貸倒引当金戻入額 9 －

特別利益合計 52 84

特別損失   

固定資産除売却損 12 17

災害による損失 － 93

固定資産評価損 0 －

投資有価証券売却損 0 0

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 59 －

特別損失合計 71 111

税金等調整前四半期純利益 1,162 848

法人税、住民税及び事業税 144 115

法人税等調整額 333 236

法人税等合計 478 352

少数株主損益調整前四半期純利益 684 495

少数株主利益 36 41

四半期純利益 648 454
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
  至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
  至 平成23年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 684 495

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △248 △48

繰延ヘッジ損益 △31 －

為替換算調整勘定 121 405

持分法適用会社に対する持分相当額 △28 －

その他の包括利益合計 △187 356

四半期包括利益 496 852

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 433 788

少数株主に係る四半期包括利益 63 64
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】 

  

 
  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

 
  

【追加情報】 

  

 
  

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

 連結の範囲の重要な変更 

当第１四半期連結会計期間より、新たに設立した荒川化学合成(上海)有限公司を連結の範囲に含めておりま

す。 

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

 原価差異の繰延処理 

連続プラントにおいて、定期的な修繕が特定の四半期におこなわれるために発生する原価差異は、予定原価が

年間を基礎に設定されており、原価計算期間末までに解消が見込まれるため、当該原価差異を流動資産（その

他）として繰り延べております。 

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

 会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用 

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。 
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【注記事項】 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及び

のれんの償却額は、次のとおりであります。 

  

 
  

(株主資本等関係) 

前第１四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日) 

 １ 配当金支払額 

 
  

 ２ 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

   該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日) 

 １ 配当金支払額 

 
  

 ２ 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

   該当事項はありません。 

  

 (自  平成22年４月１日 
至  平成22年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

減価償却費 544百万円 725百万円

のれんの償却額 ―百万円 11百万円

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月18日 
定時株主総会  

普通株式 261百万円 13円00銭 平成22年３月31日 平成22年６月21日 利益剰余金

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月17日 
定時株主総会  

普通株式 251百万円 12円50銭 平成23年３月31日 平成23年６月20日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日) 

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(単位：百万円) 

 
(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、損害保険、不動産仲介等を含んでお

ります。 

  

２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項) 

(単位：百万円) 

 
(注) １ 全社費用の配賦差額は、主に報告セグメントに予定配賦した一般管理費の差額であります。 

２ 営業外損益は、主に報告セグメントに計上されている営業外損益項目であります。 

  

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

(固定資産に係る重要な減損損失) 

該当事項はありません。 

  

(のれんの金額の重要な変動) 

該当事項はありません。 

  

(重要な負ののれん発生益) 

該当事項はありません。 

  

 
報告セグメント

その他 合計
製紙薬品 化成品 電子材料 計

売上高    

 外部顧客への売上高 4,279 7,908 3,968 16,156 58 16,215 

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高 

─ ─ 151 151 20 172 

計 4,279 7,908 4,120 16,308 79 16,387 

セグメント利益又は損失(△) 223 399 357 981 △3 977 

利益 金額

報告セグメント計 981 

「その他」の区分の損失(△) △3

全社費用の配賦差額(注)１ 175 

営業外損益(注)２ △47

四半期連結損益計算書の営業利益 1,105 
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当第１四半期連結累計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日) 

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(単位：百万円) 

 
(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、損害保険、不動産仲介等を含んでお

ります。 

  

２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項) 

(単位：百万円) 

 
(注) １ 全社費用の配賦差額は、主に報告セグメントに予定配賦した一般管理費の差額であります。 

２ 営業外損益は、主に報告セグメントに計上されている営業外損益項目であります。 

  

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

(固定資産に係る重要な減損損失) 

該当事項はありません。 

  

(のれんの金額の重要な変動) 

該当事項はありません。 

  

(重要な負ののれん発生益) 

当社は、当社の連結子会社である荒川ケミカル（タイランド）社の株式を追加取得いたしました。これ

に伴い「化成品事業」セグメントにおいて負ののれん発生益を計上しております。 

 なお、当第１四半期連結累計期間における当該事象による負ののれん発生益の計上額は、12百万円であ

ります。 

  

 
報告セグメント

その他 合計
製紙薬品 化成品 電子材料 計

売上高    

 外部顧客への売上高 4,987 9,600 3,478 18,066 79 18,146 

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高 

― ― 139 139 9 149 

計 4,987 9,600 3,618 18,206 89 18,295 

セグメント利益又は損失(△) 220 530 123 874 △0 874 

利益 金額

報告セグメント計 874 

「その他」の区分の損失(△) △0

全社費用の配賦差額(注１) △16

営業外損益(注２) △26

四半期連結損益計算書の営業利益 831 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  
(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

項目 (自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額(円) 32.20 22.55 

四半期純利益金額(百万円) 648 454 

普通株主に帰属しない金額(百万円)  ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 648 454 

普通株式の期中平均株式数(株) 20,138,831 20,138,666 

２【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成23年８月11日

荒川化学工業株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

   

   

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている荒

川化学工業株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期

間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成

23年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。 

  
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、荒川化学工業株式会社及び連結子会社の平

成23年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書
 

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  津 田  多 聞  印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  井 上  正 彦  印 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 




